
　　　 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第58条の2及び登米市人事行政

　 の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年登米市条例第39号）第5条

の規定に基づき、登米市の令和6年度における人事行政の運営等の状況

について公表します。

職員の給与の状況（公営企業職員［水道事業］)

2-4 職員の給与の状況（公営企業職員［下水道事業］)

登米市人事行政の運営等の状況

番号 報　　　　　告　　　　　事　　　　　項

1 職員の任免及び職員数に関する状況

2-1 職員の給与の状況（普通会計職員)

6 職員の研修及び勤務成績の評定の状況

7 職員の福祉及び利益の保護の状況

3 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

4 職員の分限及び懲戒の状況

5 職員の服務の状況

2-2 職員の給与の状況（公営企業職員［病院事業・老人保健施設事業］)

2-3
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１　職員の任免及び職員数に関する状況
（１）職員の任免

■ 退職者・採用者の状況

　令和6年度に退職、採用した一般職の職員の状況は、次のとおりである。

※1 　「一般行政職」とは、行政職給料表適用者をいう。以下同じ。

※2 　「労務職」とは、労務職給料適用者をいう。以下同じ。

※3 　「消防職」とは、消防職給料表適用者をいう。以下同じ。

※4 　「医療職」とは、医療職給料表（１）～（３）適用者をいう。以下同じ。

※5 　「企業職」とは、企業職給料表適用者をいう。以下同じ。

■ 再任用職員

　再任用制度は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」という。）第22条の4及び第22条の

5の規定により、高齢職員の知識、経験を活用することなどを目的として実施するものであり、再任用

を希望する退職職員を、選考による能力実証を経て任用している。

　任用形態は、一般職員と同様の時間での勤務となる常時勤務職員と一般職員より短い時間での勤

務となる短時間勤務職員がある。

　令和6年4月1日現在の再任用職員の状況は、次のとおりである。

（２）職員数

　令和6年4月1日現在の各任命権者の職員数は、次のとおりである。

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

※1 　職員数は、毎年度総務省に報告する「地方公共団体定員管理調査」の数値

※2 　市長部局には、選挙管理委員会事務局併任を含む

※3 　〔　　〕内は、条例定数の合計。

上下水道部 41

合計
1,346

〔2,157人〕

農業委員会事務局 11

消防 160

医療局 450

選挙管理委員会事務局 0

監査委員事務局 4

教育委員会 108

区分 職員数

市長部局 565

議会事務局 7

77人

常時勤務職員 短時間勤務職員 合計

0人 47人 47人

採 用 者 数 48人 0人 6人 22人 1人

合計

退 職 者 数 38人 1人 2人 35人 2人 78人

区分 一般行政職 労務職 消防職 医療職 企業職
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（３）役職別職員数

　令和6年4月1日現在の役職別職員数は、次のとおりである。

人

人

人

人

人

人

人

人

２－１　職員の給与の状況（普通会計職員）※公営企業職員を除く
（１）決算の状況

■ 人件費の状況（普通会計決算）

　令和6年度の人件費の状況は、次のとおりである。

※1 　金額は、国の「地方財政状況調査」に基づき算出した普通会計決算額である。普通会計とは、他の地方公共団体との比

較が可能となるよう設けられた統計上の会計である。

※2 　人件費とは、職員に支給される給与・退職手当と、市長や議員など特別職に支給される給与・報酬のほか、共済費（社会

保険料の事業主負担分）などを含む経費の合計である。

※3 　実質収支とは、歳入歳出差引残額から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質的な残額である。

※4 　人件費率とは、人件費の歳出額全体に占める割合である。

■ 職員給与費の状況（普通会計決算）

　令和6年度の職員給与費の状況は、次のとおりである。

Ｂ

※1 　職員手当には退職手当を含まない。

※2 　職員数は、令和6年4月1日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））及び会計年度

任用職員を含まない。

※3 　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれているが、会計年度任用職

員の給与費は含まれていない。

千円

821人 3,061,318 524,811 1,241,210 4,827,339 5,880
６年度

千円 千円 千円 千円

区分
職員数 給与費 1人当たり

Ａ 給料 職員手当 期末・勤勉手当 　合計 給与費 B/A

％

71,370人 45,707,885 1,047,516 8,229,528 18.0 17.1
６年度

千円 千円 千円 ％

実質収支 人件費 人件費率 （参考）

（6年度末） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 5年度の人件費率

労 務 職 35

合計 1,346

区分
住民基本台帳人口 歳出額　

課 長 補 佐 職 273

係 長 職 366

一 般 職 498

部 長 職 14

次 長 職 40

課 長 職 120

区分 職員数
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（２）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

　令和6年4月1日現在の一般行政職の職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況は、

次のとおりである。

円 円

円 円

円 円

※1 　「平均給料月額」とは、令和6年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

※2 　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当などのすべての諸手当の額を合計

したものである。

（３）職員の初任給の状況

　令和6年4月1日現在の新規採用職員の初任給の状況は、次のとおりである。

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円

円

（４）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

　令和6年4月1日現在の職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況は、次のとおりである。

円 円 円 円

円 円 円 円

円

円 円 円

※1 　経験年数の階層区分に該当する者がいない場合には、近似の階層区分に該当する者を記載している。

近似の階層区分にも該当する者がいない場合には---（ハイフン）を表示している。

※2 　一般行政職-高校卒-経験年数20年は近似の階層区分（経験年数19年～21年）の平均給料月額である。

※3 　一般行政職-大学卒-経験年数30年は近似の階層区分（経験年数29年～30年）の平均給料月額である。

※4 　消防職-高校卒-経験年数20年は近似の階層区分（経験年数19年～21年）の平均給料月額である。

※5 　消防職-高校卒-経験年数30年は近似の階層区分（経験年数29年～31年）の平均給料月額である。

※6 　消防職-大学卒-経験年数20年は近似の階層区分（経験年数19年～21年）の平均給料月額である。

※7 　個人情報保護の観点から、階層別（近似を含む）職員数が3人以下の場合はアスタリスク（＊）と表記している。

290,560 367,744

--- ---

消　防　職
大　学　卒 ＊ 318,250 ＊ ＊

高　校　卒 220,014

366,378

技能労務職
高　校　卒 --- --- ＊ ＊

中　学　卒 --- ---

一般行政職
大　学　卒 253,743 314,367 361,900

高　校　卒 215,467 292,160 330,357

373,000

＊

－

区　　　　分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

177,300 －

消　防　職
大　学　卒 220,000 － －

高　校　卒 188,000 －

188,000 196,100 188,000

技能労務職
高　校　卒 185,700 194,100 －

中　学　卒 166,500

区　　　　　分 登米市 宮城県 国

一般行政職
大　学　卒 220,000 227,400 220,000

高　校　卒

技能労務職 55.7歳 305,066 321,303

消防職 35.1歳 265,047 323,931

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

一般行政職 40.9歳 300,847 342,242
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（５）等級及び職制上の段階ごとの職員数

　職員は、従事する職務の複雑、困難及び責任の度合いに基づき、その適用される給料表に定める級に

格付けされている。

　令和6年4月1日現在の行政職給料表が適用される一般行政職の等級ごとの基準となる職務、その職員

数（割合）、職名ごとの内訳及び職制上の段階は、次のとおりである。

合計 491 100.0%

10 2.0%
部
長
級

政策推進局長 1

理事 2

議会事務局長 1

計

計 25

7級

部長の職務又は職務の複雑、困
難及び責任の度がこれと同程度
のものとして市長が規則で定め
る職の職務

10 2.0%

部長 6

10

6級

１　会計管理者、本庁の次長又
は支所長の職務
２　重要な業務を所掌する課の
長の職務又は職務の複雑、困難
及び責任の度がこれらと同程度
のものとして市長が規則で定め
る職の職務

25 5.1%

農業委員会事務局長 1

監査委員事務局長

会計管理者

1

計 33

次長 8

1

33 6.7%
課
長
級

センター所長 4

館長 1

専門監 2

事務局次長

5

計 133

1級 定型的な業務を行う職務 133 27.1%

主事

5級

１　課長の職務又は職務の複
雑、困難及び責任の度がこれと
同程度のものとして市長が規則
で定める職の職務
２　重要な業務を所掌する公所
の長の職務

33 6.7%

課長 18

2

室長 3

副参事

副館（所）長 4

主幹 82

技術主幹 12

計 160

4級

課長補佐の職務又は職務の複
雑、困難及び責任の度がこれと
同程度のものとして市長が規則
で定める職の職務

160 32.6%

課（室・局）長補佐 62

128

(％) 職名 (人) (人) (％) 段階
等級

等級別基準職務表に規定する 合計 内訳 職制上の段階

基準となる職務 (人)

39.1%
係
員
級

学芸員 1
2級

高度の知識又は経験を必要とす
る業務を行う職務

59 12.0%

主事 51

技師 7

計 59

192

技師

71 14.5%
係
長
級

主査 51

技術主査 6

計 71

1

参事（課長）

3級

係長の職務又は職務の複雑、困
難及び責任の度がこれと同程度
のものとして市長が規則で定め
る職の職務

71 14.5%

係長 14

32.6%

課
長
補
佐
級

160

支所長 2

5

25 5.1%
次
長
級

支所長 7

危機管理監 1

環境事業所長 1
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※1 　登米市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

※2 　「級別職員数」は毎年度総務省に報告する「地方公務員給与実態調査」による一般行政職に該当し、かつ、行政職給料表

の適用を受ける職員の数値であり、本市においては、病院、水道事業所に勤務する職員及び税務職、栄養士、保健師、保

育士、消防士等を除いた職員の数値である。　　

　国の一般行政職にあたる本市の職員数についての数値であり、国の基準に準じて公表するものである。

※3 　等級別基準職務表に規定する基準となる職務とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（６）職員手当の状況

　令和6年度における主な職員手当の状況は、次のとおりである。

■ 期末手当・勤勉手当

（6年度支給割合） （6年度支給割合） （6年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

・管理職加算　なし ・管理職加算 15％～25％ ・管理職加算 10％～25％

※　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

■ 退職手当（令和6年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（3％～45％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　なし　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　

（令和6年度）

※　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和6年度に退職した職員に支給された平均額である。

■ 地域手当（令和6年4月1日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

宮城県名取市 3.0 0 3.0

医　　　師 16.0 1 16.0

宮城県多賀城市 10.0 0 10.0

宮城県仙台市 6.0 5 6.0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

東京都特別区 20.0 1 20.0

支給実績（6年度決算） 3,142 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（6年度決算） 448,803 　円

47.709 47.709 47.709 47.709

3,780 千円 18,902 千円

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

登 米 市 国

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

2.1

1.4 1.0 1.4 1.0 1.4 1.0

１人当たり平均支給額（6年度） １人当たり平均支給額（6年度）
―

1,450千円 1,802千円

2.5 2.1 2.5 2.1 2.5

登 米 市 宮 城 県 国
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■ 特殊勤務手当（令和6年4月1日現在）

■ 時間外勤務手当

千円

　 円

■ その他の手当（令和6年4月1日現在）

○子 円

　①1人につき10,000円

　②満15歳に達する日以後の最初の4月1日から満22歳に

　　 達する日以後の最初の3月31日までの間にある

　　 扶養親族たる子1人につき5,000円を加算

○子以外（配偶者・父母等）6,500円

○月額27,000円以下の家賃を支払っている職員 円

　 家賃－16,000円

○月額27,000円を超える家賃を支払っている職員

　 （家賃－27,000円）×1/2＋11,000円＝支給額

※ただし、28,000円を支給限度とする

住 居 手 当
千円

42,933 265,017

平均支給年額

（6年度決算）

扶 養 手 当
千円

95,817 252,816

　　　 　１日　1,680円

　支給実績（6年度決算） 159,064

  支給職員1人当たり平均支給年額（6年度決算） 176,935

手当名 内容及び支給単価
支 給 実 績

（6年度決算）

支給職員

1人当たり

消 防 業 務 手 当

防御活動業務に従事した職員に対して支給 　　　　 １日　　840円

救急業務に従事した職員に対して支給 　　　 　１日　　840円

救助業務に従事した職員に対して支給 　　　　 １回　　200円

特殊災害等が発生した箇所で行われた救助業務に従事した職
員に対して支給

　　　　 １日　　840円

立入禁止、退去命令等の措置がなされた区域で行われた防御
活動、救急、救助業務に従事した職員に対して支給

防疫等作業手当 防疫作業に従事した職員に対して支給 １日500円

死 体 処 理 手 当 死体処理業務に従事した職員に対して支給 　　　　 １日　1,500円

 職員全体に占める手当支給職員の割合（6年度） 9.9 　％

 手当の種類（手当数） 4

手当の名称 内容 左記職員に対する支給単価

 支給実績（6年度決算） 79 千円

 支給職員1人当たり平均支給年額（6年度決算） 930 　円

災害応急作業等
派 遣 手 当

災害発生地域に派遣され災害に係る業務に従事した職員に対
して支給

　 　　　１日　1,080円
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○交通機関の利用者 円

　 最も経済的・合理的な経路及び方法による定期券・

　 回数券の価格を支給

※ただし、55,000円を支給限度とする

○自動車等の使用者

　　・2㎞以上5㎞未満 2,000円

　　・5㎞以上10㎞未満 4,200円

　　・10㎞以上15㎞未満 7,100円

　　・15㎞以上20㎞未満 10,000円

　　・20㎞以上25㎞未満 12,900円

　　・25㎞以上30㎞未満 15,800円

　　・30㎞以上35㎞未満 18,700円

　　・35㎞以上40㎞未満 21,600円

　　・40㎞以上45㎞未満 24,400円

　　・45㎞以上50㎞未満 26,200円

　　・50㎞以上55㎞未満 28,000円

　　・55㎞以上60㎞未満 29,800円

　　・60㎞以上 31,600円

○異動等で通勤が困難となり、住居を移転し同居の配偶 円

　 者と別居し単身で生活することを常況とする職員に対

　 して支給（月額30,000円）

※ただし、職員の住居と配偶者の住居との距離が100km

　 以上の場合は、距離数に応じて8,000円から70,000円を

　 加算した額を支給

○管理又は監督の地位にある職員について、その職務 円

　 の特殊性に基づき支給

　 最高額　66,400円

円

○休日（祝日・年末年始）において正規の勤務時間に 円

　 勤務することを命ぜられ勤務した職員に対して支給

○支給額

　 １時間当たりの給与額×（135/100）×勤務時間数

○正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前5時 円

　 までの間に勤務した職員に対して支給

○支給額

　 １時間当たりの給与額×（25/100）×勤務時間数

○管理職手当の支給を受ける職員が、臨時又は緊急の 円

　 必要等により週休日又は休日等に勤務した場合に支給

○支給額

　 勤務１回につき6,000円～8,000円

○毎年11月から翌年３月までの各々の初日において支給 円

　 対象地域に在勤する職員に対し、地域の区分及び世帯

　 等の区分に応じ支給

　 支給額　月額8,200円～19,800円

寒 冷 地 手 当
千円

57,512 68,143

休 日 勤 務 手 当
千円

50,342 209,757

夜 間 勤 務 手 当
千円

12,639 92,930

管 理 職 手 当
千円

49,132 522,685

宿 日 直 手 当 ○勤務１回につき4,400円を支給
千円

1,610 4,836

単 身 赴 任 手 当
千円

912 456,000

通 勤 手 当
千円

67,375 82,872

管 理 職 員 特
別 勤 務 手 当

千円

885 19,667

手当名 内容及び支給単価
支 給 実 績

（6年度決算）

支給職員

1人当たり

平均支給年額

（6年度決算）
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２－２　職員の給与の状況（公営企業職員[病院事業・老人保健施設事業]）
（１）決算の状況

■ 病院事業

　令和6年度の病院事業の決算の状況は、次のとおりである。

Ｂ

※1　職員手当には退職給与金を含まない。

※2　職員数については、令和７年３月31日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））を含み、

　　会計年度任用職員を含まない。

※3　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれているが、会計年度任用職員の

　　給与費は含まれていない。

■ 老人保健施設事業

　令和6年度の老人保健施設事業の決算の状況は、次のとおりである。

Ｂ

※1　職員手当には退職給与金を含まない。

※2　職員数については、令和７年３月31日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））を含み、

　　会計年度任用職員を含まない。

※3　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれているが、会計年度任用職員の

　　給与費は含まれていない。

20,848 39,600 152,627 6,938

給与費 B/A

６年度
千円 千円 千円 千円 千円

22人 92,179

32.1

区分
職員数 給与費 1人当たり

Ａ 給料 職員手当 期末・勤勉手当 　合計

６年度
千円 千円 千円 ％ ％

537,689 △ 44,003 152,627 28.4

職員給与費比率 総費用に占める

Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ 職員給与費比率

715,513 728,317 3,131,989 7,284

区分
総費用 純損益又は

実質収支

職員給与費
総費用に占める （参考）５年度の

給与費 B/A

６年度
千円 千円 千円 千円 千円

430人 1,688,159

39.9

区分
職員数 給与費 1人当たり

Ａ 給料 職員手当 期末・勤勉手当 　合計

６年度
千円 千円 千円 ％ ％

8,144,108 △ 784,710 3,131,989 38.5

（参考）５年度の

職員給与費比率 総費用に占める

Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ 職員給与費比率

区分
総費用 純損益又は

実質収支

職員給与費
総費用に占める
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（２）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

　令和6年4月1日現在の職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況は、次のとおりである。

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

※1 　「平均給料月額」とは、令和6年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均であり、基本給は給料、

扶養手当及び地域手当を合計したものである。

※2 　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当などのすべての諸手当の額を

合計したものであり、期末勤勉手当を含む。

（３）職員手当の状況

　令和6年度における主な職員手当の状況は、次のとおりである。

■ 期末手当・勤勉手当

（6年度支給割合） （6年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～15％

・管理職加算　なし ・管理職加算　なし

※　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

■ 退職手当（令和6年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　なし　　　　　） （退職時特別昇給　　　　　　なし　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 １人当たり平均支給額　　　　

（令和6年度） （令和6年度）

※　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和6年度に退職した職員に支給された平均額である。

千円

47.709 47.709 47.709

4,526 千円 20,165 千円 3,780 千円 18,902

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

47.709

病 院 事 業 ・ 老 人 保 健 施 設 事 業 登 米 市 （ 公 営 企 業 職 員 を 除 く ）

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

1.4 1.0 1.4 1.0

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

１人当たり平均支給額（6年度） １人当たり平均支給額（6年度）

1,620千円 1,450千円 

2.5 2.1 2.5 2.1

労務職 45.9歳 299,800 451,393

病 院 事 業 ・ 老 人 保 健 施 設 事 業 登 米 市 （ 公 営 企 業 職 員 を 除 く ）

看護師・准看護師 44.7歳 320,065 509,727

一般行政職 45.6歳 338,618 554,477

医師・歯科医師 47.6歳 636,171 1,862,498

医療技術職 42.1歳 305,799 481,062

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
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■ 地域手当（令和6年4月1日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

■ 特殊勤務手当（令和6年4月1日現在）

夜間看護手当

死体処理手当

放射線取扱手当

待 機 手 当

　市立病院等に勤務する医療職給料
表（１）及び医療職給料表（３）の適用
を受ける職員が、正規の勤務時間以
外の時間において緊急業務のため
待機を命ぜられた場合に支給

勤務1回につき　1,700円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　勤務1回につき 7,300円

　　・正規の勤務時間の全部である場合

深夜における勤務時間が

・歯科衛生士　　　　　  月額　3,000円

診 療 手 当
　市立病院等に勤務する医療職給料
表（１）の適用を受ける職員に対して
支給

管理者が定める額

救急勤務医手当

　登米市民病院に勤務する医療職給
料表（１）の適用を受ける職員に対し
て救急診療業務に従事したときに支
給

日直及び宿直勤務中に処置した場合

　　・入院を伴う場合１人につき　5,000円

　　・入院を伴わない場合１人につき　2,000円

勤務時間外に救急呼び出しを受け処置した場合

　　・入院を伴う場合１人につき　5,000円

 職員全体に占める手当支給職員の割合（6年度） 91.4 　％

 手当の種類（手当数） 8

手当の名称 内容 左記職員に対する支給単価

 支給実績（6年度決算） 247,829 千円

 支給職員1人当たり平均支給年額（6年度決算） 611,924 　円

宮城県名取市 3.0 0 3.0

医　　　師 16.0 36 16.0

宮城県多賀城市 10.0 0 10.0

宮城県仙台市 6.0 0 6.0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

東京都特別区 20.0 0 20.0

支給実績（6年度決算） 40,611 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（6年度決算） 1,128,084 　円

　市立病院等に勤務する看護師、准
看護師、助産師及び技士（看護補
助・介護補助）が、正規の勤務時間
による勤務の一部又は全部が深夜
において行われる看護等の業務に
従事したとにき支給

・看護師、准看護師　　月額　4,000円

・診療放射線技師　　　月額　5,000円
　エックス線その他の放射線を人体
に対して照射する作業に従事する職
員に支給

1,000円を従事した人員で除した額

死体1体につき
　死体処理に従事したときに支給

　　・入院を伴わない場合１人につき　3,000円

　　・2時間未満である場合　 　勤務1回につき 2,150円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　勤務1回につき 3,100円

　　・2時間以上4時間未満である場合

　　・4時間以上である場合 　　勤務1回につき 3,550円
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■ 時間外勤務手当

■ その他の手当（令和6年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

454,184

単 身 赴 任 手 当 ﾉﾉ
千円

2,910 291,000

初 任 給
調 整 手 当

○　専門的知識を必要とし、採用による欠員の補
　充が困難であると認められる職に対し、月額
　370,400円を支給
※ただし、医科大学卒業後の年数に応じて減額

千円

94,624 3,262,924

管 理 職 員 特
別 勤 務 手 当

ﾉﾉ
千円

117,500 9,792

寒 冷 地 手 当 ﾉﾉ
千円

30,166 67,335

休 日 勤 務 手 当 普通会計職員に同じ
千円

1,096 37,796

夜 間 勤 務 手 当 ﾉﾉ
千円

26,550 157,103

管 理 職 手 当

手当の名称

  支給職員1人当たり平均支給年額（6年度決算） 221,138 　円

手当名 内容及び支給単価
支 給 実 績

（6年度決算）

看 護 職 員 等
処 遇 改 善 手 当

登米市民病院に勤務する看護職員
等へ看護職員等処遇改善補助金分
を支給

週の勤務時間が
　　・8時間45分未満である場合　   　月額800円
　　・8時間45分以上18時間45分未満である場合
                                                   　月額2,900円
　　・18時間45分以上28時間45分未満である場合
                                                   　月額4,900円
　　・28時間45分以上38時間45分未満である場合
                                                　   月額7,000円
　　・38時間45分である場合   　     　月額8,300円

　支給実績（6年度決算） 87,349 千円

防疫等作業手当 防疫作業に従事した職員に対して支給 １日500円

支給職員

1人当たり

平均支給年額

（6年度決算）

左記職員に対する支給単価内容

扶 養 手 当 普通会計職員に同じ
千円

48,405 243,246

普通会計職員に同じ
千円

66,699 926,379

宿 日 直 手 当
○　勤務１回につき、医師　40,000円、医師以外　6,100円
　を支給

千円

32,701

住 居 手 当 ﾉﾉ
千円

22,854 251,147

通 勤 手 当 ﾉﾉ
千円

34,444 90,169
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２－３　職員の給与の状況（公営企業職員[水道事業]）
（１）決算の状況

■ 水道事業

　令和6年度の水道事業の決算の状況は、次のとおりである。

Ｂ

※1　職員手当には退職給与金を含まない。

※2　職員数については、令和７年３月31日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））を含み、

　　会計年度任用職員を含まない。

※3　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれているが、会計年度任用職員の

　　給与費は含まれていない。

（２）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

　令和6年4月1日現在の職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況は、次のとおりである。

円 円

※1 　「平均給料月額」とは、令和6年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均であり、基本給は給料、

扶養手当及び地域手当を合計したものである。

※2 　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当などのすべての諸手当の額を

合計したものであり、期末勤勉手当を含む。

（３）職員手当の状況

　令和6年度における主な職員手当の状況は、次のとおりである。

■ 期末手当・勤勉手当

（6年度支給割合） （6年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～15％

・管理職加算　なし ・管理職加算　なし

※　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

2.5 2.1 2.5 2.1

1.4 1.0 1.4 1.0

水 道 事 業 登 米 市 （ 公 営 企 業 職 員 を 除 く ）

１人当たり平均支給額（6年度） １人当たり平均支給額（6年度）

1,687千円 1,450千円

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

45.6歳 338,650 530,794

23人 91,365 16,244 38,806 146,415 6,366

期末・勤勉手当 　合計 給与費 B/A

６年度
千円 千円 千円 千円 千円

146,415 2.9 3.1

区分
職員数 給与費 1人当たり

Ａ 給料 職員手当

Ｂ／Ａ

６年度
千円 千円 千円 ％

5,110,486 50,489

区分
総費用 純損益又は

実質収支

職員給与費
総費用に占める

職員給与費比率

Ａ  Ｂ　

％

職員給与費比率

総費用に占める

（参考）５年度の
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■ 退職手当（令和6年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　なし　　　　　） （退職時特別昇給　　　　　　なし　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 １人当たり平均支給額　　　　

（令和6年度） （令和6年度）

※　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和6年度に退職した職員に支給された平均額である。

※　個人情報保護の観点から、階層別（近似を含む）職員数が3人以下の場合はアスタリスク（＊）と表記している。

■ 地域手当（令和6年4月1日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

■ 特殊勤務手当（令和6年4月1日現在）

時間外勤務手当

■

その他の手当（令和6年4月1日現在）

円

円

円
通 勤 手 当 ﾉﾉ

千円

1,819 82,663

扶 養 手 当 普通会計職員に同じ
千円

2,825 256,772

住 居 手 当 ﾉﾉ
千円

1,234 246,720

手当名 内容及び支給単価
支 給 実 績

（6年度決算）

支給職員

1人当たり

平均支給年額

（6年度決算）

 手当の種類（手当数） 1

　支給実績（6年度決算） 7,260 千円

  支給職員1人当たり平均支給年額（6年度決算） 345,704 　円

千円

 支給職員1人当たり平均支給年額（6年度決算） 3,240 　円

 職員全体に占める手当支給職員の割合（6年度） 4 　％

3 支給実績（6年度決算）

手当の名称 内容 左記職員に対する支給単価

災害応急作業等
派遣手当

災害発生地域に派遣され災害に係る業務に従事した職員に対
して支給

　 　　　１日　1,080円

宮城県名取市 3.0 0 3.0

宮城県多賀城市 10.0 0 10.0

宮城県仙台市 6.0 0 6.0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

東京都特別区 20.0 0 20.0

18,902 千円

支給実績（6年度決算） － 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（6年度決算） － 　円

47.709 47.709 47.709 47.709

＊ 千円 ＊ 千円 3,780 千円

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

水 道 事 業 登 米 市 （ 公 営 企 業 職 員 を 除 く ）

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875
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円

円

円

円

２－４　職員の給与の状況（公営企業職員[下水道事業]）
（１）決算の状況

■ 下水道事業

　令和6年度の下水道事業の決算の状況は、次のとおりである。

Ｂ

※1　職員手当には退職給与金を含まない。

※2　職員数については、令和７年３月31日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））を含み、

　　会計年度任用職員を含まない。

※3　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれているが、会計年度任用職員の

　　給与費は含まれていない。

（２）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

　令6年4月1日現在の職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況は、次のとおりである。

円 円

※1 　「平均給料月額」とは、令和6年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均であり、基本給は給料、

扶養手当及び地域手当を合計したものである。

※2 　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当などのすべての諸手当の額を

合計したものであり、期末勤勉手当を含む。

40.9歳 313,947 490,022

12,081 30,224 116,057 5,803

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

給与費 B/A

６年度
千円 千円 千円 千円 千円

20人 73,752

1.8

区分
職員数 給与費 1人当たり

Ａ 給料 職員手当 期末・勤勉手当 　合計

６年度
千円 千円 千円 ％ ％

6,573,331 79,717 116,277 1.8

（参考）５年度の

職員給与費比率 総費用に占める

Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ 職員給与費比率

寒 冷 地 手 当 ﾉﾉ
千円

1,652 75,090

区分
総費用 純損益又は

実質収支

職員給与費
総費用に占める

休 日 勤 務 手 当 ﾉﾉ
千円

0 0

管 理 職 員 特
別 勤 務 手 当

ﾉﾉ
千円

0 0

平均支給年額

（6年度決算）

管 理 職 手 当 普通会計職員に同じ
千円

1,451 725,400

手当名 内容及び支給単価
支 給 実 績

（6年度決算）

支給職員

1人当たり
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（３）職員手当の状況

　令和6年度における主な職員手当の状況は、次のとおりである。

■ 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（6年度） １人当たり平均支給額（6年度）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～15％

・管理職加算　なし ・管理職加算　なし

※　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

■ 退職手当（令和6年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

（退職時特別昇給　　　　　　なし　　　　　） （退職時特別昇給　　　　　　なし　　　　　）

１人当たり平均支給額　　　　 １人当たり平均支給額　　　　

（令和6年度） （令和6年度）

※　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和6年度に退職した職員に支給された平均額である。

※　個人情報保護の観点から、階層別（近似を含む）職員数が3人以下の場合はアスタリスク（＊）と表記している。

■ 地域手当（令和6年4月1日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

■ 特殊勤務手当（令和6年4月1日現在）

■ 時間外勤務手当

 手当の種類（手当数） 1

　支給実績（6年度決算） 3,219 千円

  支給職員1人当たり平均支給年額（6年度決算） 178,836 　円

千円

 支給職員1人当たり平均支給年額（6年度決算） - 　円

 職員全体に占める手当支給職員の割合（6年度） - 　％

- 支給実績（6年度決算）

手当の名称 内容 左記職員に対する支給単価

災害応急作業等
派遣手当

災害発生地域に派遣され災害に係る業務に従事した職員に対
して支給

　 　　　１日　1,080円

宮城県名取市 3.0 0 3.0

宮城県多賀城市 10.0 0 10.0

宮城県仙台市 6.0 0 6.0

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

東京都特別区 20.0 0 20.0

18,902 千円

支給実績（6年度決算） － 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（6年度決算） － 　円

47.709 47.709 47.709 47.709

＊ 千円 ＊ 千円 3,780 千円

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

39.7575 47.709 39.7575 47.709

下 水 道 事 業 登 米 市 （ 公 営 企 業 職 員 を 除 く ）

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

1.4 1.0 1.4 1.0

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

1,511千円 1,450千円

2.5 2.1 2.5 2.1

下 水 道 事 業 登 米 市 （ 公 営 企 業 職 員 を 除 く ）

１人当たり平均支給額（6年度） １人当たり平均支給額（6年度）
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■ その他の手当（令和6年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

円

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（１）職員の勤務時間

8:30～17:15 12:00～13:00 日曜日及び土曜日

例）保育所 業務の実情に

7:00～15:45 応じ1時間 4週間を通じて

例）病院 業務の実情に 指定する8日間

16：00～翌9:00 応じ1時間

※ 　総合支所市民課の窓口業務に従事する職員については、11:30～14:00までの間に1時間の休憩を取得している。

（２）その他の勤務条件

■ 年次有給休暇の取得状況（令和6年1月1日～令和6年12月31日）

※ 　年次有給休暇は、1年につき20日付与される。また、付与された20日のうち使用しなかった分を翌年に繰り越すことが

できる。

50,954日 15,744日 1,355人 11.6日 30.9%

総付与日数 総取得日数 対象職員数 平均取得日数 取得率

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ／Ｃ Ｂ／Ａ

週 休 日
勤　務　時　間 勤 務 時 間

 本庁型勤務 38時間45分

7時間45分 変則型勤務
 4週間を平均し、
 1週間当たり 38
時間45分

 （保育所、病院等）

寒 冷 地 手 当 ﾉﾉ
千円

1,318 69,370

区分
1週間の正規の 1日の正規の

勤 務 時 間 休憩時間

休 日 勤 務 手 当 ﾉﾉ
千円

0 0

管 理 職 員 特
別 勤 務 手 当

普通会計職員に同じ
千円

0 0

通 勤 手 当 ﾉﾉ
千円

2,061 103,070

管 理 職 手 当 ﾉﾉ
千円

1,051 525,600

扶 養 手 当 普通会計職員に同じ
千円

2,191 243,516

住 居 手 当 ﾉﾉ
千円

2,237 279,720

手当名 内容及び支給単価
支 給 実 績

（6年度決算）

支給職員

1人当たり

平均支給年額

（6年度決算）
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■ 育児休業・部分休業及び育児短時間勤務制度の取得状況（令和6年度）

※1 　「育児休業」は職員が3歳に満たない子を養育するため、当該子が3歳に達する日まで取得することができる。

育児休業により勤務しない期間は無給となり、期末手当及び勤勉手当については、勤務しない期間に応じ減額

されることになる。

※2 　「部分休業」は、職員が小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、勤務時間の始め又は終わり

において、1日を通じて2時間を超えない範囲で、30分単位で取得することができる。休業期間の給料は、勤務

しない1時間につき、1時間当たりの給与額が減額される。

※3 　「育児短時間勤務」は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために、複数ある勤務形態から選択

し、希望する日及び時間帯に勤務することができる制度である。給与は勤務時間に応じて支給される。

※4 　各取得者数欄の上段には令和6年度新たに育児休業（部分休業又は育児短時間勤務）を取得した者、下段

には育児休業（部分休業又は育児短時間勤務）の期間が令和5年度以前から令和6年度にかけて引き続い

ている者の数を計上している。

４　職員の分限及び懲戒の状況
（１）分限処分の状況

　分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保という目的から、一定の事由がある場合

に、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分であり、地方公務員法第28条及び登米市職

員の分限に関する手続及び効果に関する条例に基づき処分が行われる。

　令和6年度の分限処分の状況は、次のとおりである。

勤務実績が良くない場合

心身の故障のため職務の遂行に支障

があり、又はこれに堪えない場合

その職に必要な適格性を欠く場合

職制若しくは定数の改廃又は予算の

減少により廃職又は過員を生じた場合

刑事事件に関して起訴された場合

条例で定める事由に該当する場合

欠格条項該当

（２）懲戒処分の状況

　懲戒処分は、職員に職務上の義務違反、公務員としてふさわしくない非行がある場合に、その責任を確

認し、公務における規律と秩序を維持することを目的とする処分であり、地方公務員法第29条及び登米市

職員の懲戒の手続及び効果等に関する条例に基づき処分が行われる。

　令和6年度の懲戒処分の状況は、次のとおりである。

法令に違反した場合

職務上の義務に違反し又は職務を

怠った場合

全体の奉仕者たるにふさわしくない

非行があった場合

失職

－

－

－

－

－

－

訓告等

－

18人

84人－ － - 1人 1人

－ 1人 - 1人 2人

- － － － 0人

区分 免職 停職 減給 戒告 合計

－ － － － －

－

－ － － － －

－ 1人 － － 1人

－ － － － －

－ － － － －

－ 35人 － － 35人

－ － － － －

区分 免職 休職 降任 降給 合計

計
22人 14人 0人

19人 22人 0人

女性
11人 14人 0人

18人 22人 0人

取得者数 取得者数

男性
11人 0人 0人

1人 0人 0人

性別
育児休業 部分休業 育児短時間勤務

取得者数
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５　職員の服務の状況
（１）服務制度の概要等

　すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、職務遂行に当たっては全力をあげ

て勤務しなければならない。この服務の基本原則を忠実に実行するため、職員にさまざまな義務が課せ

られている。

　地方公務員法の規定により、次のような職務上の義務がある。

　○法令等及び上司の職務上の命令に従う義務 ○信用失墜行為の禁止

　○秘密を守る義務 ○職務に専念する義務 ○政治的行為の制限

　○争議行為等の禁止 ○営利企業等の従事制限

（２）倫理の保持

　職員は全体の奉仕者であって、その職務は住民から負託された公務であることから、公務員としての倫理

の保持については、常日頃から職員に対して注意を喚起し、その徹底を図っている。

　令和6年度においては、倫理の保持に関する職員への文書通知を、次のとおり行っている。

６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況
（１）研修の状況

　職員の研修は「登米市人材育成基本方針」に基づき実施している。

　令和6年度の研修の状況は、次のとおりである。

備考

人 新規採用職員研修、OJT研修　他

人 階層別研修、専門研修

人 宮城県派遣、自治大学校、市町村アカデミー 他

（２）勤務成績の評定の状況

　令和6年度については、勤勉手当の成績率決定に係る勤務成績の評価を実施した。

　係長級以上の職員については、勤務態度、能力、業績及び管理運営能力について総合的に評価を行うこ

ととし、評価は被評価者の所属の課長、所長等と部局長が複数で行っている。なお、課長級の職員の評価

は部局長が行っている。

　上記以外の一般職員については、勤務態度、能力及び業績について総合的に評価を行うこととし、評価

は被評価者の所属の課長、所長等と部局長が複数で行っている。

派 遣 研 修 宮城県派遣等 8

市主催研修 7講座開催 591

他機関主催研修 宮城県市町村職員研修所 173

区分 通知回数

倫理の保持 6回

区分 内容 受講者数

選挙に関する服務規律の確保 1回
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７　職員の福祉及び利益の保護の状況
（１）健康管理に関する状況

　法律及び市規則の規定により、職員の健康診断等を行っている。

　令和6年度の健康管理に関する状況は、次のとおりである。

定期健康診断 全職員（人間ドック受診者を除く）

人間ドック 30歳以上の希望者

胃がん検診 35歳以上の希望者

子宮がん検診 20歳以上の希望者

乳がん検診 30歳以上の希望者

大腸がん健診 40歳以上の希望者

かくたん検査 希望者

前立腺がん検査 50歳以上の希望者

（２）職員互助会の状況

　地方公務員法第42条の規定に基づき、職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項を行う目的として、

規則等により登米市職員互助会を組織し福利厚生事業を実施している。

　令和6年度の職員互助会の状況は、次のとおりである。

各種給付事業（結婚、出産、弔慰、罹災見舞金）、交通安全推進事業

（３）共済制度

　共済制度は、職員の掛金と地方公共団体の負担金を財源として、市町村職員共済組合等が、職員の生活

の安定と福祉の向上を図ることを目的とし、下記事業を行っている。

　令和6年度の掛金・負担金については、次のとおりである。

■ 短期給付事業

　職員とその家族の病気やケガ等の際、医療費や必要な給付が行われる。

○市町村職員共済組合

[医療給付]

[介護保険]

○公立学校共済組合

[医療給付]

[介護保険]

区分 本人掛金 事業主負担金

×8.44/1000

45人

75人

事業内容

区分 本人掛金 事業主負担金

4月～3月
標準報酬月額

×7.96/1000
標準報酬月額

標準期末手当等 標準期末手当等
×7.96/1000

区分 本人掛金 事業主負担金

4月～3月
標準報酬月額

×8.44/1000
標準報酬月額

区分 本人掛金 事業主負担金

4月～3月
標準報酬月額

×46.6/1000
標準報酬月額

×47.75/1000
標準期末手当等 標準期末手当等

937人

371人

141人

346人

348人

166人

標準期末手当等 標準期末手当等

区分 対象者 受診者数

4月～3月
標準報酬月額

×48.4/1000
標準報酬月額

×49.24/1000
標準期末手当等 標準期末手当等
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■ 長期給付事業

　職員の退職、障害又は死亡の際、年金や一時金の給付が行われる。

○市町村職員共済組合・公立学校共済組合

■ 福祉事業

　職員とその家族の健康保持、増進の事業など各種事業が実施される。

○市町村職員共済組合

○公立学校共済組合

■ 退職等年金事業

○市町村職員共済組合・公立学校共済組合

（４）公務災害補償制度

　職員が公務上又は通勤途上に災害にあった場合、地方公務員災害補償法に基づいて補償される。

　令和6年度の公務災害補償認定状況は、次のとおりである。

標準期末手当等 標準期末手当等

4月～3月
標準報酬月額

×1.6/1000
標準報酬月額

標準期末手当等 標準期末手当等

区分 本人掛金 事業主負担金

公 務 災 害 通 勤 災 害 合 計

×7.5/1000

×1.6/1000

4月～3月
標準報酬月額

×91.5/1000
標準報酬月額

×124.9/1000
標準期末手当等 標準期末手当等

10人 0人 10人

区分 本人掛金 事業主負担金

4月～3月
標準報酬月額

×7.5/1000
標準報酬月額

標準期末手当等 標準期末手当等

区分 本人掛金 事業主負担金

4月～3月
標準報酬月額

×1.41/1000
標準報酬月額

×1.41/1000

区分 本人掛金 事業主負担金
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